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平成 27年度 全国に設置されている地域統括相談支援センターおよび類似施設の訪問調査

報告書 
 
【概要・目的】 
地域統括相談支援センターは、都道府県のがん対策の拡充を図るため、平成 23 年度（2011

年度）の国の予算で都道府県がん対策推進事業の拡充（がん総合相談事業）の一環である

補助事業として設置が始まった。この活動実態を把握するために、昨年（平成 26 年）度に

開始された、日本対がん協会（以下「当協会」という）が厚生労働省の委託を受けた「が

んと診断された時からの相談支援事業（以下「当事業」という）」の一環で、地域統括相談

支援センター（全国 9 カ所）の活動・運営の実態についての訪問ヒアリング調査を実施し

た。* 
本年（平成 27 年）度は、地域統括相談支援センターおよび地域におけるがんの相談支援

体制をより包括的に検討するために、昨年度以降に新たに地域統括相談支援センターとし

て確認された施設 5 カ所中 4 カ所と類似の活動を行っている施設 2 カ所の計 6 カ所につい

ても、広く活動や運営の実態を把握することにより、地域統括相談支援センターの今後の

さらなる充実のあり方や活用策を検討することとした。 
 
平成 27 年度 訪問ヒアリング調査を実施した地域統括相談支援センターおよび類似施設 
都道府県 事業名 運営団体 備考 
１ 石川県 石川県がん安心生活サポートハ

ウス事業 
石川県・社会福祉法

人恩賜財団済生会支

部石川県済生会 

H25 年度設置 

２ 福井県 がん相談支援推進事業 公益財団法人福井県

看護協会 
H25 年度設置 
 

３ 京都府 京都府がん総合相談支援センタ

ー運営事業 
京都府・オムロンパ

ーソネル株式会社 
H25 年度設置 

４ 佐賀県 佐賀県地域統括相談支援センタ

ー事業 
公益財団法人佐賀県

総合保健協会 
H27 年度（9 月

1 日）設置 
５ 島根県 島根大学医学部附属病院 がん

患者・家族サポートセンター 
島根大学医学部附属

病院 
H26 年度設置 
類似の活動を

実施 
６ 長崎市 長崎市包括ケアまちんなかラウ

ンジ 
一般社団法人長崎市

医師会 
H23 年度設置 
類似の活動を

実施 
＊ 9 カ所の訪問調査結果は日本対がん協会内のサイト「がんと診断された時からの相談支

援」（http://www.jcancer.jp/can-navi/）で閲覧できる。 
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【対象】 
今回ヒアリングを実施した対象施設は、昨年度以降に地域統括相談支援センターとして

活動していることが確認された 5 カ所中 4 カ所の他、類似の活動を行っている活動拠点 2
カ所である。また関係都道府県に対しても可能な範囲でヒアリングを実施した。 
なお、地域統括相談支援センターであるか、類似の活動を行っている活動拠点であるか

については、行っている活動からのみでは判断が難しい。したがって今回の調査において

は、各都道府県が厚生労働省から補助金の交付を受け、都道府県健康対策推進事業として

事業を実施している場合には、“地域統括相談支援センター”であると定義して、結果の記述

を行った。 
 
【方法】 
当事業を推進するために平成 26年度に日本対がん協会が設けた検討委員会内にワーキン

ググループ（WG）を設置し、WG のメンバーが、検討委員会事務局とともに全国 6 カ所の

地域統括相談支援センターや類似活動拠点、関係都道府県等に出向いて関係者からヒアリ

ングを実施した。 
 
【個人情報・倫理面等への配慮】 
調査した内容は、報告書にまとめて検討委員会に報告した。調査はあくまでも任意であ

り、関係者が答えた内容についての責任は問わないこととした。調査に際しては、受けて

いる相談の内容（相談者の個人情報等を記録している場合）、相談員の名前等、直接個人の

特定につながる情報等に配慮し、報告書には直接個人の特定につながる情報は記さないこ

ととした。 
 
【調査費】 
 厚生労働省委託事業「がんと診断された時からの相談支援事業」費より支出した。 
 
【調査項目】 
 ヒアリングに際して、基本項目、相談体制、広報･周知方法、地域（県内）での位置づけ、

がん相談支援体制の県内での役割の 5 つの内容について情報を収集することとした。訪問

前に事前にヒアリング内容を提示し、あらかじめ情報提供について書面で依頼し、訪問時

には内容の補足を依頼した。各項目の内容については、以下のとおりである。 
 
１．基本項目 
・名称 
・住所（施設内にある場合はその施設名も） 
・設立年月日 

－ 208 －



 

 
 

・設立の趣旨と経緯 
・条例等との兼ね合い（設立の基になる制度は） 
・設置要綱 
・予算 
 
２．相談体制 
・相談員、事務員の人数（専従・兼務）、職種・バックグラウンド等 
・活動・対応の範囲と分野 
  患者・家族に対して（○○の情報・支援等） 
  がん相談体制に対して 
・利用者の紹介について（対応しきれない相談についての紹介先、連携、情報収集方法等） 
・相談内容の保存（保存方法・期間、個人情報は？） 
・相談受付時間、土日・休日、電話相談、面談相談、予約の有無 
・相談員への研修の有無 
・相談員の待遇 
 
３．広報・周知方法 
・市民への周知・アナウンスの方法（記者発表、広報紙への掲載、その頻度等） 
・行政相談との関係（役所等での相談） 
 
４．地域（県内）での位置づけ 
・病院のがん相談支援センターとの関係、交流、情報交換の状況 
・関係諸団体（県外を含む）との関係（医師会、医療安全支援センター、地域包括支援セ

ンター等） 
 
５．がん相談体制における県内での役割（どの部分を担当しているのか、目指す方向は） 
 
【結果：各地域統括相談支援センターおよび類似施設の聞き取り内容】 
 調査項目にしたがって、各県で準備いただいた概要資料、訪問時の補足ヒアリング資料

の順に記載した。しかしながら、訪問させていただいた地域統括相談支援センターおよび

類似施設の活動内容には、各施設で大きな違いがあったため、網羅できていない情報もあ

る。また、事前に用意いただいた資料の補完的な位置づけで、ヒアリング内容を記載した。  
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１．石川県 
事業名： 石川県がん安心生活サポートハウス事業 

運営団体：石川県（社会福祉法人恩賜財団済生会支部石川県済生会へ委託） 

施設名： 石川県がん安心生活サポートハウス 

 

1) 設立経緯・背景 

 平成 20 年から在宅療養や看取りを希望する方への相談支援として、石川県在宅緩和ケ

ア支援センターを、石川県の事業として運営していた。これは、国の事業としてはじ

められたものを石川県でも実施したというものであった。 

 また当時、緩和ケア病棟を持つ医療機関は石川県内に 2 施設しかなかったが、そのう

ち一番歴史があったのが済生会金沢病院という背景もあり、在宅緩和ケア支援センタ

ーを済生会金沢病院内に置いた。 

 都道府県健康対策推進事業費補助金（国庫 1/2）を使って、平成 25 年度より在宅緩和

ケア支援センターの名称を石川県がん安心生活サポートハウスに改称し、病院内でな

く県福祉会館内に開所した。 

 

2) 予算 

 平成 27 年度は 1,287 万円／年、病院外に設置し、ピアサロンの開始など内容を充実し

たこともあり、在宅緩和ケア支援センターのときよりも予算額が増えている。 

 場所は、県の施設で、患者が来やすいところということで探した結果、現在の場所と

なった。 

 

3) 相談体制 

 相談は、電話よりも対面が多い。前年度相談件数 165 件中電話 52 件、その他が対面で

ある。 

 相談対応は、看護師が主に担当している。必要であればサポーターにつなぐこともし

ている。 

 石川県がん安心生活サポートハウスには、看護師の他、サポーターと呼ばれる 8 名の

ボランティアが活動しているが、謝金はなく、交通費のみの負担。サポーターは、在

宅緩和ケア支援センターのときからかかわっていた人などが中心となって、その後こ

こで養成されたサポーターが加わっている。 

 がん診療連携拠点病院 2 病院が徒歩圏内ということもあり、病院の帰りに寄って帰る

人も多い。 

 県内には、がん診療連携拠点病院や県の指定するがん診療連携協力病院、推進病院の

14 カ所にもがん患者サロンが置かれているが、多くは 1 回／月の開催である。病院内

のサロンでは当然、当該病院を受診している人が多いが、ここは常に開設しているの
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で、毎日フリーでだれでもどこからでも寄っていけるという環境にある。利用者の利

便性をよくすることが目的でもある。 

 

4) 相談以外の活動概要 

 そのほか、はなうめウォーキングなど生活に密着したアクティビティを企画し活動を

行っている。 

 学生サークルも 1 回／月活動を行っており、場所を貸している。これも前身のセンタ

ーのときに勉強会に参加していた看護学生から始まった。その後看護学生だけでなく、

薬学部の学生なども加わり、学生が主体となっているサークル活動である。 

 パンフレットは、県内がん診療連携拠点病院などに配布され、病院からの紹介で訪れ

る人も多い。 

 サポートハウスの協議会は、年 1 回開催されている。参加者は、がん診療連携拠点病

院からのメンバーのほか、県医師会、県立看護大学、患者会なども含まれる。県のが

ん対策推進連絡調整会議や相談支援部会などのメンバーとも重複している。（そのため

情報の共有は行われやすい環境にある） 

 そのほか、がんサロンの連絡会も県が主催して開催されている。形式的な集まりでは

なく、従事している担当者が集まる会となっている。 

 がんサポーターとピアサポーターの違いは、 

 がんサポーターは、がんという病気はどういうものかを知ってもらうことを目的

としたもの。何かをやってもらうというよりは、知ってもらい、それを広めても

らう役割（それほど重くないものを目指している）。 

 ピアサポーターは、病院からの推薦を受けて将来的には相談に乗ってもらうなど、

患者や家族としての経験をもち同じ当事者の話を聞くなどを目的としたものであ

る。 

 「はなうめサポーター養成講座」で、がんサポーターを養成している。 

 「はなうめ男学」は、通常利用者は女性が多いため（8 割近く）、男性に特化した場を

作ろうということで始めたもの。6月開所後 9月からスタートした。そば打ちなども行

った。参加者は、5,6 人から 7,8 人、スタッフも男性のみ。仕事が終わってから来られ

るようになど、曜日や時間帯を変えながら運営を試している状況である。 

 （秋田、石川あたりで盛んであるといわれている）「聞き書きボランティア」という活

動も行っている。ピアサポーターをするまでは自信はないが、話を聞いて書くという

ことはできる、やりたいという人に紹介している。 

 「がんとくらし」と題して、社労士やフィナンシャルプランナーなどに一緒に来ても

らい相談できる日を設けるということもしている。 

 土曜日も開所しているが、それほど利用者が多いというわけではない。 
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5) 広報・周知方法 

 ホームページは、定期的にというよりは、何かイベントがあるときなどに掲載する。

認知度についてはわからない。 

 広報誌は、1300 部/月発行している。また 1度利用された方は大事にしていこうという

ことで、情報を送ってもよいという方にはその月のイベントを示したカレンダーをコ

メントつき（「どうしていますか。暑いですね。」などの一言メッセージつき）で送っ

ている。送られた方の中には、それがとてもうれしかったという意見も聞かれている。 

 周知は一番の課題だと思っている。病院にチラシをおいていても気がつかない人も多

い。 

 

6) 相談支援体制における県内の位置づけ、今後の方向性など 

 がん診療連携拠点病院、特に市内のがん診療連携拠点病院との住み分けについて、 

 ここは、病院に来ること以外のきっかけになればということを目的に、どちらか

というと行事の企画など、コミュニティ作りを主体とした活動となっている。 

 今後の活動については、まだ立ち上がったばかりであるので、3年たったところで活動

を見ていくことになると思う。最近始めた各病院でのサロンが広がっていけば、ここ

の役割は、それをサポートする、コーディネートするなどの役割に変わっていくかも

しれない。患者や家族の生活を支えるということを主に、ここでは病院とは違った価

値を持った活動を展開している。 
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２．福井県 
事業名： がん患者相談支援推進事業 

運営団体：公益財団法人福井県看護協会 

 

1) 設立経緯・背景 

「がん患者相談支援推進事業」は、平成 25 年 4 月から実施している。 
県内の５つのがん診療連携拠点病院に設置している「がん相談支援センター」の充実に

加え、がん患者や家族が身近な地域で気軽に相談ができるよう拠点病院以外に相談窓

口を設置し、就労やピアサポートを含めた総合的な相談体制を構築し、地域への情報

発信および患者や経験者同士の交流の場を整備することを目的として実施した。 
「第２次福井県がん対策推進計画」（平成２５年３月作成）にも相談支援体制の充実と

して「拠点病院以外にも相談窓口を設置し、患者や経験者同士の交流の場を整備する

こと」を目標に掲げている。 

これらの事業には、相談業務に必要な技能やがんの療養に関する知識のほか、研修の企

画・調整力が必要であり、公益財団法人福井県看護協会に委託し実施している。 
平成 25 年度（初年度）は、駅前のアオッサにて実施していたが、駐車料金が必要であ

ることや電話相談ができないことから、時間を気にせず相談ができることを考慮し、

平成 26 年度から看護協会会館内に専用電話を設置し、電話相談にも対応できる体制と

した。 
各拠点病院のがん相談支援センターやハローワーク等の関係機関との連携体制が構築

されており、がん患者等の相談内容や要望にあわせた連携や相談窓口の周知、支援体

制の充実に向けた検討等を行いながら推進している。 
 
2) 予算 

 約 220 万円/年間 

 

3) 事業内容・体制 

 ４つの事業を実施 

・がん相談 

・がん患者サロン 

・ピアサポーター勉強会 

・小児がん患者・家族支援 

 ※別添資料（案内リーフレット）のとおり 

 専従の看護師 1 名が相談員として対応。相談員は、1 回/週の相談、6 回/年のサロン開

催のため、月に 4回程度勤務している。 

 相談員は、本事業に従事する前は、平成 19 年度から 6 年間、福井県立病院がん相談支
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援センターの相談員として勤務していた。このため、県内の拠点病院相談員やその他関

係者との連携が構築されている。 

 相談員は、年 2回程度県外の研修や先進地の視察等を行い質の向上を図っている。 

滋賀県患者団体連絡協議会主催「がん患者力をつけよう」研修受講  

厚労省主催「がんと診断された時からの相談支援事業」シンポジウムに参加 等 

 ※その他、県内研修を受講 

 県内の拠点病院がん相談支援センターとも連携し、「まちなか総合相談窓口」を含めた

県内のがん相談窓口やサロン等の周知を図っている。 

 看護協会内での定例相談に加え、拠点病院から距離的に遠い地域に出向き、出張相談や

サロンを行っている。 

 

4)  広報・周知方法 

 県および看護協会の広報やホームページ、がん情報のポータルサイト「がんネットふく

い」に掲載 

 医療機関や訪問看護事業所、市町、健康福祉センター、ハローワーク、社会福祉協議会、

図書館等の関係機関に案内ポスターやリーフレットを配布 

 出張相談およびサロンについては、出張する地域の広報誌やメディアを活用 

 県や市町が実施するイベントやがん検診会場等での案内リーフレットの配布 
 
5) ピアサポートに関すること 

 平成 25 年度からピアサポート勉強会を実施している。 

 3 回シリーズとしているが、１回だけの参加も可能とし、参加したいテーマを選んで参

加できる形式にしている。 

 対がん協会作成のテキストや DVD も活用している。 

 最終回はコミュニケーションスキルを学ぶ勉強会として、県内のがん診療連携拠点病

院の相談員にもファシリテータとして参加してもらっており、参加者との面識ができ

るよう工夫している。 

 受講後は、看護協会で実施するサロンでの活動を促している。また、県内の拠点病院

で実施しているサロンでの活動については、現在、各拠点病院相談員と調整中である。 

 福井県済生会病院で実施しているピアサポーターの養成は、院内サロンでの活動に限

定したサポーターの養成であるため、広くピアサポーターについて周知していくため、

看護協会で実施する本事業の勉強会を継続していく。 

 勉強会後の交流会において、参加者からは継続して受講する機会がほしい等の声が聞

かれており、フォローアップの勉強会を検討している。 
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6) 小児がん患者支援に関すること 

 県内の拠点病院医師や関係者と相談し、小児がん患者・家族の支援については入院中

のストレスが大きいが、入院中は相談窓口に行けず、他者との交流もとりにくく孤立

しがちであるため、HPS（ホスピタルプレイスペシャリスト）の派遣を行うこととした。 

 小児がんの患者が多く療養している福井大学附属病院を中心に週 1 回の派遣を行って

いる。1日 8名の予約だが、ほぼ毎回満員である。 

 1 回/2 ヶ月は医師、看護師とのカンファレンスを実施し、連携した支援ができている。 

 これまで HPS の支援を受けた保護者が、ボランティアの会「ホスピタル・トイ・ふく

い」を設立し、おもちゃを購入する等で HPS 活動を支えている。 

 今後は、患児の兄弟への支援等も検討したい。 

 

7)  関係機関等との連携について 

 福井県がん診療連携協議会情報連携部会に相談員ワーキングを設置し、県内のがん相

談員の研修やワーキングを実施しており、看護協会相談員も参加。 

 就労相談については、ハローワークに専従のがん相談担当職員がおり、看護協会およ

び各拠点病院間と顔の見える関係ができている。 

 

－ 229 －







－ 232 －







 

 
 

３．京都府 

事業名： 京都府がん総合相談支援センター運営事業 

運営団体：京都府・オムロンパーソネル株式会社 

施設名： 京都府がん総合相談支援センター 

 

1) 設立経緯・背景 

 平成 23 年 3 月にがん対策推進条例が京都府で制定され、がんの予防、早期発見、がん

医療体制整備、がんに関する情報提供や患者支援の 4 施策を柱にがん対策に取り組む

こととされた。その 2 年後に、京都府のがん対策推進計画が策定され、同計画にある

“総合的な相談体制の整備”のために作られたセンターとなる。京都府がん対策推進

計画（P64 参照）。 

 設立を検討していた頃、厚生労働省の研究班から「がんと向き合った 7,885 人の声」

の報告書が出され、それを見ると 3 割は診療や治療に関する相談だが、他の 7 割は療

養や生活に関するものとなっていた。その秋に府議会からもがんの相談窓口に関する

諮問があり（これには静岡県立がんセンター石川委員も参考人として発言）、病院での

相談以外に、病院には相談しにくい内容や、心の問題、経済的な問題など、病院内で

はカバーしきれない相談に対応する必要があるのではないかということとなった。 

 設置にあたって国の地域統括相談支援センターのことは認識していた。地域統括相談

支援センターとして実施している、三重や高知の施設の話を聞き、静岡がんセンター

の様子を聞くなどして京都府としてどうあるべきかを考えた。 

 もちろんここですべてが解決できるとは思っておらず、医療機関と連携する形で相談

対応していくことが必要ではないかと考えている。 

 場所選びについては、病院とは離れたところにというのが基本。京都府庁のある行政

機関が立ち並ぶところではない、交通至便地で探した。これから就労支援に関する相

談も増えるだろうということや、就労支援の対応をしている府の機関が入っている建

物の近くということもあり、現在の場所となった。もっと目立つところという話もあ

ったがあえて目立たないところということで最終的に選択された。 

 

2) 予算 

 事業委託で、初年度（平成 25 年度）については、立ち上げに関する経費も含めて 3,500

万円となっている。（平成 26 年度）2,670 万円。 

 当初、国の地域統括相談支援センターに関する補助金の制度もあったが(すでにあるこ

とも認識していたが)、1/2 補助では、立ち上げは難しいだろうということで、ちょう

どこの年に雇用基金があったこともあり、また就労支援のことも対応することも想定

し、京都府雇用対策事業（10/10 基金）を使って事業を開始した。2年目は、都道府県

健康対策推進事業補助金(1/2)を活用、平成 27 年度についても同様である。 
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3) 相談体制 

3.1) 府内における位置づけと体制 

 京都府の健康対策課がん対策担当は、現在、担当者は、予防、たばこ対策などを含め

８名体制。８名中、医療の専門職は、医師、薬剤師、保健師が 1 名ずつで、他は事務

系の職員である。 

 事業については、毎年委託の形態をとっている。相談体制は、委託先の相談員、事務

員の他、京都府健康対策課の担当課長がセンター長をつとめ、事務担当者 2 名につい

ても、府の担当者。 

 相談支援の体制として府庁の職員が、夕方のカンファレンスに参加し（府庁からセン

ターまでは 20 分ほど移動にかかる）、情報を共有している。現場の声を聞くことは重

要と考えており、開設以来カンファレンスに参加している。 

 京都府がん総合相談支援センターの体制は、相談員 7 名（看護師 2 名、保健師 2 名、

ピアカウンセラー3 名:シフトを組み、常時 3 名の相談員が常駐）、事務員 1 名である。 

 もろもろある相談は、いったんはがん総合相談支援センターで対応する。セカンドオ

ピニオンは医療機関の紹介を行うなどする。 

 基本的に相談は、電話相談が主であり、全体の 9割以上を占める。 

 匿名の相談も多い。その中でリピーターもいるが、カンファレンスでどのような相談

があったかについては共有するようにしている。 

 京都府内に設置されている京都府がん医療戦略会議の中に相談支援部会があり、その

とりまとめを担っている。ここで相談支援センターと調整している。医療機関で相談

をためらう悩みへの相談対応も行っている。 
 センター内で受ける相談以外に、毎月 1 回府内７保健所において出張相談を実施して

いる。件数は、1 年間実施してみて、30 数件であった。まだ件数が多いわけではない

が、継続して定期的にやっていくことが非常に重要と考えている。ポスターについて

も、半年分日程を決めて提示できるようにしている。 

 今後地域での相談は重要になると考えられるが、地域の情報を求められるなどその際

の情報については、情報冊子を作成し、この情報を更新していくことが重要と考えて

いる。また相談支援センターから収集する中で、情報を更新することもある。 

 

3.1.1) 委託先（オムロンパーソネル）について 

 委託先のオムロンパーソネルが今回委託を受けた背景について、もともと地域包括セ

ンターの仕事を請け負っていた経験があった。また総合人材サービス会社として、医

療機関のクライアントも多かった。そうした背景もあり、今回の委託を受けるに至っ

た。ピアカウンセラーについてもここで雇用している。 

 雇用しているピアカウンセラーは 3 名。乳がん経験者 2 名、前立腺がん経験者 1 名。
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シフト制なのでいつも 3 名がいるわけではないが、必要に応じて、相談の最中でもピ

アカウンセラーにつなぐこともある。女性・男性について希望がある場合で、そのと

き対応できない場合には、翌日にかけてもらうなどして対応している。 

 ピアサポート研修については、京都府で別事業として実施。そこに開催支援として関

わることはあるが、直接の関わり合いはない。 

 ｢0120｣のフリーダイヤルを用いていることについて、委託先の提案であり、提案内容

のサービスに費用面も含まれる。 

 オムロンパーソネルとしては、多くの人に、より気軽に相談してもらうためには、

フリーダイヤルは必要であろうということで提案を行った。 

 委託を受けたオムロンパーソネルとしては、チームワークよく、また京都府からの支

援がありやっているところであるが、やはり、相談内容は重いものが多いので、日々

の学習、相談員の育成は非常に大事で、悩みながらやっているところである。 

 

3.2) 相談対応現場での対応状況と体制 

電話は2回線であるが、隣り合わせで並べてある机の4カ所でとれるようになっており、

記録、集計の分析も行っている。 

 地域から入ってきた情報に対して、フィードバックをかけたこと（つないだこと）も

ある。緊急支援シートというのを用いて、緊急性の高いケースについては府庁の支援

も受けながらつないでいる。 

 就労支援窓口についても、都道府県がん診療連携拠点病院（府立大、京大）や、ハロ

ーワーク、就労支援の窓口につなげたことはある。 

 がん診療連携拠点病院の相談支援センターから紹介されるケースについては、本人が

病院名を言われない場合も多いが、少なくないと考えている。 

 病院ではゆっくり話せない。あるいは、ゆっくり話せないと思っている相談者も多い。

（きっと忙しいに違いないと思っている） 

 小児がん相談の対応について、小児がんは、専門的な内容が多いこともあり、府立大、

京大（どちらも小児拠点）と医師会を中心に動いている。 

 スタッフの採用については、看護師もピアカウンセラーも、話をしたい人ではなく、「話

を聞ける人」という視点で選考し、採用している。聞いているつもりになっているの

もダメであると考えている。 

 当初は SW（社会福祉士）がいた方が良いと思っていたが、現在はある程度は一般的な

ことについては、SW がいなくても対応できるようになっている。専門的な内容につい

ては、病院で具体的な内容に照らし合わせて対応してもらうことがよいのではないか

と考え、返している。期待だけさせるのは良くない。 

 医師がいないことでの不便は、特に感じていない。必要時には、府庁を通じて紹介し

てもらうことはあるが、「当センターでわかるのはここまでです」ということでお伝え
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するので、困ったことはない。 

 総合相談支援センターのスタッフとして、看護師、保健師の専門性は必要であるかに

ついては、やはり、病気のこと、治療や入院の事情を知り、全体像を知っている者が

話をするということは重要であると考えている。したがって、全員が看護師や保健師

の資格を持っている必要はないが、含まれていることは重要であると考える。 

 

4) 相談の質の担保についての活動について 

 センター内での教育や質の担保・管理について実施していることとして、朝夕のカン

ファレンスを設立以来ずっと続けている。その中でお互いに学ぶということ、果たし

ている役割は大きいと思う。お互いに容赦なく、対応方法や提供する情報について（よ

い意味で）意見を言い合っている。 

 スタッフについては、ある程度のマネジメント経験がある人を採用していることもあ

って、お互いによりよい対応に向けて意見を交わすということができているように思

う。 

 朝夕のカンファレンス以外に、月 1 回のカンファレンスで困難ケースについて、対応

方法の検証などについても行っている。またこれまで十分にできていなかった勉強会

も開催していきたいと考えている。現在は、無料の市民公開講座などに出席したスタ

ッフが他のスタッフに教える、といったようなことを実施している。 

 相談対応の均てん化の取り組みの一つとして、「がん地域医療従事者のための相談支援

マニュアル」を作成した。 

 作成に当たっては、各病院で各部分を担ってもらい作成した。3 回の WG を経て、総合

相談支援センターでとりまとめ、2015 年 3 月に完成した。今後更新も必要であると考

えている。 

 

5) 広報・周知方法 

 京都府で作成した地域の療養情報の冊子は、昨年度は、15,000 部作成し、追加で 5,000

部、合計 20,000 部作成した。がんの診療を行う医療機関、薬局などに配布している。 

 広報として、アンケート結果から、「医療関係者から知った」という人の割合が多くな

っているが、この背景として考えられることとして、がん診療連携拠点病院の相談支

援センターから紹介されて、総合相談センターへ紹介されるケース、医療機関には情

報冊子を配布しているので、そこで紹介されたというよりも「見て」来た、という人

も多いと考えている。特に薬局から多いと言うわけではないが、たとえば、薬局には

900 店舗薬剤師会を通じて、閲覧用に 5冊ずつ配布している。 

 冊子、情報の更新は労力を要するが、これこそが大事な情報であるので、メンテナン

スは必要であると考えている。 

 ホームページからの情報提供の展開については、今後の課題としているところである。
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京都府がん対策推進府民会議情報提供充実対策部会でも話題に出たところであるが、

ホームページからの情報発信の充実はこれからである。 

 

6) 相談支援体制における県内の位置づけ、がん相談支援センターとの連携等について 

 病院の相談支援センターとの棲み分けについては、明確に府側で行っているわけでは

ないが、相談者の方が選んでいるのではないかと思われる。行政が行っている窓口と

しては、ある程度生活関係の情報も得られるのではないかという期待もあるであろう。

またこれまでに、（おそらく乳がんで、すでにかなり進んでいる状態で）放っていて、

なかなか病院に足を運べず、やっぱり病院に行った方がいいのか、などといった相談

があったことがあったが、こうした相談については、病院の相談支援センターにはな

かなかないように思われる。 

京都府内の相談支援センターの相談員とは、会議の場で会う機会が多いこともあり、

都道府県拠点病院の相談員や担当者、相談支援部会の担当病院である京都市立病院の

職員については顔の見える関係がある。 

7) 府としての今後の方針 

 京都府では、国に先行する形で、地域包括機構、地域包括ネットというものを保健所

に設けて相談を行う仕組みを作っている。がんとは別にできた枠組みであるが、また

現段階では連携をとって動けているわけではないが、こうした動きも背景にあるので、

今後連動させていくということもありうる。 

がん相談を行っていても、その他の相談が入ってきたり、また他のがん以外の相談窓

口（たとえば医療安全などの相談窓口）には、がんの相談が入ってきたり、などとい

ったことが考えられるが、そうした他領域の相談窓口との交流・伝達については、基

本的には個人情報であるので、その相談者から病院の方に返してもらう、別の然るべ

き窓口を紹介するなどということを行っており、伝達をすることはない。 

 今後、運営の予算を継続的に獲得、維持していくことについての方針や取り組みなどに

ついては、今後ますます医療は進んでいく中で、医療の中の課題も動いていくことと

思われる。その中で常にアンテナをはっていくこと、3年、5年先を見据えて、また人

口構成なども見ながら、トピックス的にその都度アピールしていく必要があると考え

ている。 

 ただし、トピックスだけではいけないので、軸足をずらさずに、考えていくことも大

事。そのためにも本庁職員がその現場の声を知っているということは大事なこと、現

場の声を聞くことが大事だと考えている。 
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４．佐賀県 
事業名： 佐賀県地域統括相談支援センター事業 

運営団体：公益財団法人佐賀県総合保健協会 

施設名： 佐賀県がん総合支援センター 

 

1) 設立経緯・背景 

 平成 27 年 9 月 1 日に設置された。設置要綱としては、「佐賀県地域統括相談支援セン

ター事業実施要綱」がある。 

 センターの前身として、平成 19 年度にがん電話相談事業、平成 23 年度にがん相談交

流事業を開始し、公益財団法人佐賀県総合保健協会（以下、「総合保健協会」という。）

が県から委託されて実施していた。 

 がん電話相談事業は、平成 19 年度から、週 3 回 2 人の相談員が交代で対応。現在は、

4名の相談員が交代で対応している。回線は 1回線。 

 平成 27 年 9 月からは、電話だけでなく、希望に応じて面談にも対応することになった。

面談の相談は 3-4 件/月とそれほど多くはない。 

 平成 19 年度当初にがん電話相談事業の委託が始まった経緯としては、当時はがん診療

連携拠点病院の相談支援センターの役割はまだそれほど明確ではなく、病院は敷居が

高いので、がん診療連携拠点病院以外で対応できる相談窓口を置こう、ということで

手探りの状況の中で始まった。 

 条例との兼ね合いでは、平成 26 年 3 月に「佐賀県がんを生きる社会づくり条例」の中

に、地域統括相談支援センターという名称はないが、「がん患者を支える」という内容

が盛り込まれており、それに相当する内容と考えている。 

 平成 27 年度からの 4 年間における県政の目標を掲げた「佐賀県総合計画 2015」では、

地域統括相談支援センターの設置にも言及されている。 

 実施要は、平成 27 年 9 月 1日の地域統括相談支援センターの設置に合わせて作成され

た。これまでの委託事業を踏襲し、その内容に加えて、(5)がん相談に関するニーズ調

査の実施が事業として加えられ、５．相談員の質の向上等の項目が加えられた。 

 ニーズ調査の実施については、県と協力して役割分担しつつ、県民が求めている

ものは何かを探っていき、それを事業に反映させていくというもので、調査の実

施は年度後半に予定している。 

 がん総合支援センターに関わる相談員の質の向上としては、外部の研修会への参

加（国立がん研究センターが提供する研修会、E-learning 等）、県内の研修会への

参加、3-4 ヶ月に 1回開かれているセンター内の 4名の相談員でカンファレンスな

ど行っている。今後は、先進的な取り組みを行う地域統括相談支援センターへの

視察研修等も計画しているところ。 

 総合保健協会は、成人病予防センター（佐賀県医師会が母体）の事業とも統合して、

－ 264 －



 

 
 

平成 30 年 1 月に、佐賀県立病院好生館の跡地に移設予定。移設後は、がん総合支援セ

ンターを常設とする予定であり、それに向けて徐々に拡充をしているところである。 

 

2) 予算 

 県の予算は、9月以前は、140 万円/年で実施（電話相談のうち 1回/週は協会の自主財

源を充てていた）。9 月以降は、250 万円/年の予算で運営予定である。協会としても、

公益事業の強化に力を入れようとしているところである。 

 平成 25 年度当初から、地域統括相談支援センターの類似事業として、国から 1/2 の補

助（都道府県健康対策推進事業費）を受けていた。 

 

3) 相談体制 

 4 名の相談員（看護師）は、もともと佐賀県立病院好生館で働いていたがんの臨床経験

のある看護師 3名と福岡大学病院で働いていた看護師 1名で構成。 

 週あたりの対応日は、3 回/週（月水金）で、センター設置前の電話相談と変わってい

ない。対応時間：9:30～13:00、14:00～16:30。基本、1 名の相談員がその日の午前・

午後を対応するため、昼休みを 1時間取っている。 

 相談員同士の連絡共有は、基本的には記録用紙のみ。その他、3-4 ヶ月に 1回のカンフ

ァレンスで共有している。 

 対応日数や時間が限られているのは、経費の問題というよりも、人材の確保の問題。

なかなか対応できる人が見つからず、人材が見つかればもっと拡充したいと考えてい

る。 

 相談室は、佐賀県臓器バンクと一緒の部屋を使っている。同時に電話がなるとお互い

秘匿的な情報を話すため、別室で対応することもある。面談についても、希望があっ

た際に別の空いている居室を使用している状況。 

 相談時間外は、対応時間等のアナウンスが流れる留守番電話で対応している。 

 相談内容は、医師との関係やコミュニケーションに関することなどが多い。“こころ”

に関することは、ほぼ全ての相談で含まれる。その他の件数も毎年多くなっているが、

最近では、卵子凍結などの相談もあり、年々相談内容が変わってきていることを感じ

る。患者会の紹介などを行うこともある。 

 相談件数は、130-160 件/年程度。対応日に相談は 1 件あるかないか。リピーターも多

い。男女比では、女性が 8 割程度。70 代くらいの方からの相談が多いような印象であ

る。 

 利用者からの相談内容で対応しきれない場合は、佐賀県医療センター好生館の臨床心

理士に相談員が問い合わせをすることがある。 
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4) がん患者相談交流事業 

 がん患者相談交流事業については、平成 22 年度に患者会の交流を目的として、一般の

患者さんを対象とした事業が開始された。 

 1 時間のレクリエーションとグループ交流（人数により 3-5 グループ）で、1回の会が

構成される。患者会リーダー、ピアサポーター養成講座の受講経験者にピアサポータ

ーとして入ってもらっている。その他、保健師、臨床心理士などのスタッフが入る。

臨床心理士（県内の拠点病院から招聘）以外は、総合保健協会のスタッフ。ピアサポ

ーターには、交通費相当として、定額 1回 1000 円を出している。 

 集いの会は、30 名程度の参加（定員以上の申込があっても断らない）。もっと参加者が

増えれば場所も広くしていくなどの対応をしていきたいと考えている。 

 開催日は平日だが、3回のうち 1回は佐賀市以外で土曜日に行うようにしている。 

 参加者にとって、リクリエーションは形のあるもの（焼き物など）をつくるのがうれ

しいようだ。ヨガなどの運動系のものも、体のことがあり、体に優しいものにしてい

る。参加者は 60-70 代が多い。 

 ピアサポーターの養成は、県としては実施していない。NPO クレブスサポートという団

体が過去 2回実施した。今年度は武雄市の患者会が実施している。 

 県では、養成されたピアサポーターの活動の場がないことから、県が委託して実施す

るがんサロン（NPO 法人クレブスサポートに委託）を毎月 1回第 2日曜日に実施してい

る。参加人数は、4-5 名/回程度で多くはない。 

 交流会やがんサロンの参加者の人数が多くないので、ニーズ調査で実態を洗い出した

いと考えている。 

 平成 30 年に移設後は、150 平方メートルほどのところに、サロンも常設できないか考

えているところ。 

 

5) 広報・周知方法 

 チラシによる周知や県広報誌（定期的に）、県政枠のテレビコマーシャルなど実施して

いる。 

 Web サイトについては、まだ十分に対応しきれていない。 

 新聞の投書欄へ投稿したり（無料）、新聞のコラム欄に取り上げてもらっている。 

 広報をやっても、なかなか相談件数が増えていない。乳がんのように患者会のあると

ころは別として、それ以外のがん種の人たちにどのように情報を届けるかが課題であ

る。がん相談支援センターとも今のところ十分に連携がとれていない。 

 患者会やサロンの情報は、県内の患者会、病院での患者会、サロンの情報と合わせて

Web 上に掲載している。患者会もサロンもあまり活動の違いなく運営されているような

ので、分けずに掲載している。 
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6) 地域（県内）での位置づけについて 

 就労相談は、手が出しにくいところ。労働局サイドと連携をして、平成 27 年 3 月に一

度、がん相談支援センターの相談員、総合保健協会の職員等が顔を合わせる機会を持

った。 

 他の拠点病院からも、就労に関連する相談があがってくることは少ない。現在は、本

人了解の上で、県健康増進課に共有してもらい、具体的な対応方策を考えて対応して

いる。件数が少ないこともあり、丁寧に対応している。 

 県内のがん診療連携拠点病院との連携については、県内で行っているがん相談支援セ

ンターの連絡会（4回/年）に参加できるように依頼をかけたところ。（相談支援センタ

ーの連絡会は、平成 27 年 1 月に定期的に開催するように内規が作成された）。 

 

7) がん相談体制における県内での役割（今後の抱負） 

 病院でないところで、気軽に使ってもらえるところを作ることを目指している。場合

によっては、外に出て行く窓口というのもあるのかもしれない。 

多くの方の対応を行っている拠点病院のがん相談支援センターとしっかり役割分担し

ながら、一人ひとりに時間をかけ丁寧に対応し、心理面のケアを中心に相談対応して

いきたい。 
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５．島根県  
事業名： 島根大学医学部附属病院 がん患者・家族サポートセンター 

運営団体：島根大学医学部附属病院  

施設名： 島根大学医学部附属病院 がん患者・家族サポートセンター 

 

1) 設立経緯･背景 

 島根の医療圏域の中での相談支援体制の強化が設立の趣旨。 

 松江と出雲以外は、周山間地域や離島で地域医療再生基金の範疇になるため、そうした

地域の相談支援機能の充実のために地域医療再生基金を島根県の「がん相談員等資質

向上事業」として島根県立大学に委託し、平成 23、24、25 年度は相談員研修やピアサ

ポート養成などの相談支援関係に使っていた。 

 ピアサポートの養成をしても活動するには定期的に相談機能を持っている機関での事

務局機能が必要であった。都道府県拠点病院である島根大学病院に「がん患者・家族

サポートセンター」を設置することになった。 

 がん診療連携拠点病院 5 カ所、それに準じる病院 1 カ所、情報提供促進の病院 22 カ所

に主に連携業務をしている相談員がいる。患者・家族がより身近な病院でがん相談が

うけられるように、相談員に対する研修会の運営などもセンターにお願いしている。 

 ピアサポーターの活動の運営もセンターに。今年からがん診療連携拠点病院では自立し

て相談会を開催してもらい、情報提供促進病院ではセンターが該当病院相談員と共に

相談会の企画・運営をしている。 

 昨年度と今年度は地域医療再生基金を財源としているので、国の補助金事業は使ってい

ない。 

 平成 18 年に島根県がん対策推進条例ができて、昨年改正したが、これができた経緯が

患者の声によるという特徴があり、患者と一緒に作らせてもらった背景もある。 

 

2) 予算 

 予算の 700 万円は昨年度も同じ。700 万円中 593 万円が人件費、あとは就労相談などの

運営費、ピアサポーターの交通費など。 

 ピアサポート研修終了者は 20 人。女性が多く、ほとんどの人が研修後も活動している。 

 がんサロンは県内に 25 カ所。がんサロンの支援をしてほしいという声もあり、その支

援もサポートセンターの業務に掲げている。支援は金銭的ではなく、場所や看護師や

医師の参加要請など。 

 

3) 相談体制 

○相談員の人数や活動の範囲や分野 

 相談員は常勤職員の 2人で、相談支援センターの専従と、専任のがん相談員（社会福祉
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士）が兼務。 

 がん患者・家族サポートセンター規則で定められた業務は 

① 島根県内のがん相談支援センターの支援に関すること 

② 患者会、がんサロン等の支援に関すること 

③ 社会保険労務士等との連携によるがん患者の就労支援に関すること 

④ 島根県内のがん相談員を対象とした研修会の開催に関すること 

⑤ がんピアサポーターを活用した相談会等の開催に関すること 

⑥ その他がん患者の支援に関すること 

 

 センターができるまでは 1階の地域医療連携室でがん相談を受けていたが、センターが

できたことで、純粋にがん相談に特化。（当院がん相談支援センターとして） 

 就労相談会は 2カ月に 1回開催。昨年 8月から計 4回実施。がん相談員があらかじめ面

接し相談会の時にも同席。 

 各がん診療連携拠点病院と地元のハローワークの担当者とつなぐなどの連携がとれた

らいいと、どういうことができるか検討中。 

 治療を受けている患者・家族の相談は、ほかの病院にかかっている人が相談支援センタ

ー来られた場合、要望があればかかられている病院の相談支援センターを紹介したり

している。（当院がん相談支援センターとして） 

 個別の相談は、相談支援センターとして対応している 

 がん相談支援センターで就労の相談があれば、就労相談会の参加を紹介している。食事

の相談などがあれば、栄養士などをつなぐ体制をとっている。必要なときに院内の必

要な部署へ連絡している。サポートセンターは通常のがん相談支援センターに機能を

付加したイメージとなっている。一番大変なのが、ピアサポーターの相談会の開催の

企画。 

 サポートセンターの対応は大きく分けて二つ。通常のがん相談に見えた時に、そこでは

済まない場合の対応が一つ。もう一つは直接患者には開かれてはいないが、県と各病

院のコネクションの真ん中にサポートセンターがあり、これらをつなぐ先にピアサポ

ーターやがん相談支援センターがあるという形。ここで県全体の相談員の研修などの

マネジメントをしている。患者からみると、関係するバックヤードが、サポートセン

ターを通して全部つながっている。相談支援センターとサポートセンターを別々に分

けるより、一緒にいるこの方式の方が中の職員は大変だが、やりやすいのではないか。 

 

4) ピアサポートに関して 

 平成 24 年度からピアサポーターの養成を行ったものの、サポートセンターが開設され

るまでは、養成されたピアサポーターが活動できる場がなかった。サポートセンター

がとりまとめをして、ピアサポート相談会を企画、運営を行うようになった。 
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 広く一般にピアサポーターの養成研修の案内をしたが、サロン担当者でありながらピア

サポーターの養成研修を受けられる方が半数以上という結果になった。 

 ピアサポーターには、相談記録を書いてもらい、サポートセンターで保管している。 

 患者とサポーターのマッチングは、性別くらいは希望を聞くことはあるが、特にしてい

ない。 

 ピアサポート相談会のときには、はじめに守秘義務のことについて説明する。そうする

ことで、安心して話してもらうことができる。そのためピアサポーターは振り返りの

ミーティングにおいて話したいことを話して帰ってもらえるようにしている。 

 ピアサポート相談会に参加した人たちの感想は、アンケートでとっている。それをみる

と、一部は、情報が得られなかった等といった意見も聞かれるが、多くは、「聞いても

らって楽になった」という感想が多く、相談会の意義を果たしているのではないかと

考えている。 

 地域では、ピアサポートを行うと、あたかも“がんを表明”しているかのようになって

しまうので、やはり病院のような場がいいのではないかという声もピアサポーターか

ら聞こえてくるところではある。 

 

5) がんサロンに関して 

 がんサロンは、現在は県内に 25 カ所ある。多くは病院内である。週 2 回開催のところ

が 1回になったりと、高齢化や後継者不足等により頻度が減っているところもある。 

 地域のサロンは、がん対策が始まる前から、その地域の人たちの何人かの有志の努力で

開かれているところもある。がんだけでなく、認知症の方や家族の支援を行ったり、

とても（新参者の）我々の出るようなところではなく、自立的に運営されている。そ

の方々から講演の依頼をいただくこともあり、サロンの運営者が自発的かつ自立的に

情報収集を行っている。 

 雲南地区、大田地区（二次医療圏内にがん診療連携拠点病院がない）などは、昔からそ

のような地域の人たちで助け合いが行われている地域である。検診率も高い。在宅医

の方々を中心とした勉強会なども行われていたりと非常に健康に対する意識は高い。

しかし一方で、がんが見つかるときは、ステージが悪いひとたちも多い。 

 検診率が上がった場合には、検診できるところがパンクしてしまうので、なかな

か難しいところ。 

○がんサロンへの県庁としての関わり方として 

 サロンには、県庁からも出向いて参加している。二次医療圏域に出向くことで、ふだん

は聞けない患者さんの声を聞くことができる。ふだん出てこない人たちの話を聞くと

いうことではとても意味があることであると考えている。 
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6) 広報・周知活動 

○全般的なこと 

 ピアサポート相談会を行うときに、広報するということを行っていたが、あまりにもそ

れが前面に出てしまうことによって、がん相談支援センターもピアサポーターの人た

ちが行うのかといったことをイメージしてしまう人たちも出てきてしまった。そのた

め今は、原点に返って、いろいろな機会を捉えてがん相談支援センターの活動をアピ

ールするようにしている。 

 メディアのテレビの枠など、県内で持っているものがあるので、県内での優先順位はあ

るものの年に一度はそうした場を使った広報ができている。 

 毎月検診の案内を山陰中央新報社（地元紙）がとりあげてくれ、たくさんの企業等から

の協賛を得て、新聞の両開き一面で掲載される。 

○インターネット 

 数年前に行った調査では、がんの情報の入手先について、ネットで見つけたのは 10 数％

に過ぎなかった。 

 Web 上には、がんサロン便りを掲載したり、県庁で情報を収集して掲載するようにして

いる。1万件はアクセスがある状況。 

○広報の工夫 

 広報を行うときの工夫として、市民向け講演会の脇に専門家向けの学会の案内（死の臨

床研究会）などを掲載することがある。そうすると市民でも関心を持って（場合によ

っては）行ってくれるということもある。 

○その他地域の（からの）情報収集 

 地域で支援活動している方（島根でがん対策の中心的な役割をされた方の奥様）から、

地域の情報などをいただくこともある。地域の中で起きていることなど、県の担当者

にとって必要な情報を教えてくれるということもしていただいている。 

 

7) 地域（県内）での位置づけ 

 がん対策の担当は、県庁での担当、がん診療連携拠点病院を中心としたネットワークで

は、緩和以外は一人の医師が担当している。今後は分担していった方がいいところも

あるが、情報が集約することで、がん対策の全体が見えやすくなっているところも多

い。その中で何が起きているのか、それに対応する対策も打ちやすい。 

 大学病院側としては、がん患者・家族サポートセンターは、県から話があった時はどう

かと考えたが、結果としてよかったと考えている。 

 がん患者・家族サポートセンターができる前は、県立大学に事務局を置き、研修の支援

やピアサポーターのプログラムなどを作ってもらっていた。けれども実際にプログラ

ム開発を行うには、ニーズ調査から行わなくてはいけないといったことが生じていた。

実際に患者さんに接しているところ、相談対応や支援を行っているところ（島根大学
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医学部附属病院内＝県がん診療連携拠点病院内）にセンターを置くことで、効率的に

ニーズに沿った運営ができるようになったと考えている。 

 がん患者・家族サポートセンターは、地域医療再生基金（平成 25 年度までだったもの

が、平成 26、27 年度まで延長された）によってまかなわれている。平成 28 年度以降

も何らかの方法で予算を確保したいと考えている。もし難しいようなら、国の補助金

事業（1/2 補助）を使うということになると思う。 

 地域医療再生基金は、離島などを対象とできる。そのため、相談支援の対象である県内

の人々への支援はその領域にあたるものとして活用した。 

 

医師会との関わりはないと紙面上で回答したが、実際には、地域の緩和ケア推進委員会

での交流がある。医師会、訪問看護師、保健師などが集まる。また出雲地区では、病病

連携を積極的にやっているので病院間での密な関わり合いがある。 

 

8) その他、島根県内での取り組みと県庁での体制 

○がん対策募金について 

 「島根県のがん医療の向上を目指して」という目的で募金をさまざまな形で集めている

（かつてのバナナ募金、募金付き自販機等）。 

 紐付きの募金はダメであるが、企業にとっても税制上のメリットなどがある。募金で集

められたお金は、募金をどのように使うかの委員会があり、そこで公共性の高い用途

が決定され、使われることになる。 

 これまでに島根大学医学部附属病院内の建物、放射線機器、専門看護師や認定看

護師の旅費・滞在費用などが出されている。 

 「がん以外の他の疾患」との兼ね合いや「どうしてがんだけなのか」といった声は聞か

れないか。 

 島根県では、一般財源ではとてもまかなえなかった。いかに民間の力を活用する

かといったことで考えてきた。“がん対策”“がん医療”の目的で集めた募金で

あるので、がんのために使うのは当然のこと。何かを大きく指摘されるといった

こともない。 

 たとえば、「がんサポートブック」の費用は一部一般財源を充てているが、県民に還元

できることとして、ふるさと納税のお金を当てている。 

○県庁の体制 

 県庁のがん対策スタッフは、全 4名＋嘱託 1名。 

 県庁のスタッフが代わっても、よく引き継ぎが行われているためか、継続性が感じられ

る。県庁への訪問者なども含め、広く関わっている人など、県庁内でもよく引き継ぎ

がされているとのことだった。

 県の他の工夫としては、がん対策を進める上で不可欠な人を協議会などの委員としてお
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願いする、そうした選び方もあるかもしれない。メディアや学校教育をやっていく必

要があるということで、小学校の教頭先生に入っていただいている。少し上の立場の

その業界の中で、影響力のありそうな人を選ぶのがコツか。

 電話相談は、それほど多くない。電話で「いついつ行っていいですか」と入ることは

あるが、それは訪問面談の際の予約的な電話になる。地域の特性かもしれない。

 ある委員会に参加されていたがんのサバイバーの方が、講演会で撮影した内容を記録し

て、島根県中のケーブルテレビに編集までして流してくれた、ということもあった。 

 Web ページの作成方法について、PDF をテキストだけでもよいので、あげると検索に引

っかかり易くなります。」との訪問チームよりのアドバイスにより、早速行いますとの

ことだった。 
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６．長崎市 
事業名： 長崎市包括ケアまちんなかラウンジ 

運営団体：一般社団法人長崎市医師会 

施設名： 長崎市包括ケアまちんなかラウンジ 

 

1) 設立経緯・背景 

 設立は、平成 23 年 4 月 1日である。それに先立ち長崎市医師会が行っていた厚生労働

省戦略研究の事業「緩和ケア普及のための地域プロジェクト」の 3 年間のモデル事業

で平成 20 年 4 月に設置されていた「長崎がん相談支援センター」を長崎市が発展的に

引き継ぐ形で設立された。 

 平成 23年度の設立初年は医療及び介護・福祉に関する相談窓口としてスタートしたが、

平成 24 年度からは、長崎市からの委託を受け、難病に対する相談にも対応するように

なった。難病も含め、長崎市包括ケアまちんなかラウンジのスタンスは、総合相談窓

口としての機能であり、具体的なサービスを提供するのではなく、相談を傾聴して、

問題を明確にして相談員が受け止め、精神的、理解促進等支援を含めて相談者が自分

で解決できるように導き、必要な場合は適切な場所へ連携する。つまり、然るべき機

関のサービスにつないでいくことである。 

 長崎市包括ケアまちんなかラウンジの事業は、医療・介護・福祉の総合相談窓口とし

て、療養を余儀なくされた患者やその家族を支援し、併せて市民等への在宅医療に関

する普及啓発等を行うという位置づけとなる。 

 

2) 予算 

 平成27年度は、合計3800万円程度（一般会計 2400万円、介護保険事業特別会計 1400

万円）となっており、設立当初（平成 23 年当時も 3600 万円/年）の合計額とほぼ変わ

らない。ただし内訳は、当初は介護保険事業特別会計からは 800 万円程度であった（介

護保険事業特別会計は介護保険事業に該当するもののみが対象）。平成 26 年度からの

「地域ケア会議モデル事業」の実施及び平成 27 年度からの介護保険制度改正により、

介護保険事業特別会計の財源の比率が高くなっている。 

 

3) 相談体制 

 相談のべ人数は、年々増加している（平成 23 年度 20-60 人/月、平成 24 年度 80-150

人/月、平成 25 年度 90-180 人/月、平成 26 年度 140-180 人/月） 

 電話での相談は全体の 3/4、面談は全体の 1/4 の割合。対応時間は、電話は平均 14-15

分、面談は平均 40 分程度である。 

 相談者の年齢構成は、在宅関係が 70 代を中心に高齢の方が多いのに対して、医療に関

する相談は若干若め（59 歳以下が 40％、不明は 20％）である。 
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 相談者の内訳は、本人 22％、家族 18％、それ以外で 6％、医師や看護師･社会福祉士な

どの医療機関関係が 55％である。医療機関からの相談については、連携先の医療機関

や医療者の情報について事前の情報を得るために問い合わせをしてくることが多い。 

 本人や家族からの相談については、グリーフケア的な要素を含む相談など、病院では

あまり受けることのないものがあるような印象も持っている。 

 がんの相談については、平成 25 年度 50％から平成 26 年度 30％と全体に占める割合と

しては減ってきている。その背景として、がん診療連携拠点病院等の相談が充実して

きているのではないかと考えている。 

 リピーターについては、難病などは経過が非常に長いので何度も相談に対応するとい

うことはある。 

 相談対応の評価について、行政から求められることがあり、質的に評価するのは難し

いが、平成 26 年度から相談が解決に至ったかについて試験的に評価を実施するように

している。解決に至ったかについて、相談対応ごとに記録するようにしているが、医

療相談のうち 8割くらいは解決しているのではないかと思われる。 

 

4) 広報・周知方法 

 市民の認知度は、市民講座に参加した人にアンケートを採った結果であるが、6割程度。

長崎市内の診療所、病院、歯科診療所、薬局のほか、公民館等の公共施設にポスター

を配布したり、主催する講演会等の場で周知を図っているところである。市の広報誌

には、毎月開催している「まちんなかサロン」等について掲載されている。また年に 1

回程度特集を組み紹介を行っている。 

 

5) 地域（市内）での位置づけ 

 地域連携調整会議は、OPTIM からスタートしたものであるが、非常に大事な会議として、

その後医師会長が市につなぐ形で、3 回/年実施している。その事務局をここで担って

いる。市の関係課の職員もオブザーバーとして参加している。縦割りの行政の中でな

かなか情報共有できないことも多いが、こうした場が非常に参加しやすく、横のつな

がりを持ちやすい場として機能している。 

 長崎市では、地域ケア会議のモデル事業を実施している。これは在宅医療と介護・福

祉の連携強化を図るために企画されたもので、医師とともに保健師が参加して地域の

中での連携体制を構築していこうとする取り組み。初年度は 3 カ所であったが、今年

は 8カ所/19 カ所中に拡大して実施している。計画では 8回程度であったが、実際には

平成 26 年度は 5、6回実施した。 

 地域内の他の実施主体による連携体制としては、「あじさいネット」県内のカルテを共

有する取り組み、「長崎在宅 Dr. ネット」在宅医療について、登録している医師の中で

対応できるものをさがせるようにする取り組み（正会員 80 名、準会員 100 名ほどであ
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る）などがある。 

 

6) がん相談支援体制における市内の役割について 

 がん相談支援については、必要に応じて相談者の同意を得て関係機関と連携して問題

解決をしている。相談者が自分で解決できるように情報提供や理解促進により、解決

に導いている。 

 定員 10 名程度のまちんなかサロンは、病院のがんサロンと同じように、患者又は家族

を対象に月 1回実施している。 

 市民を対象としたサロンは、在宅医療と介護連携の啓発講座を月 1回実施している。 

 

7) その他 

 相談窓口ではいい人材が重要である。現在は非常にスキルフルな（知識も経験もある）

スタッフがいるため、現在の人数でなんとかなっているが、これから新たな人材をど

う育てていくかということも大切である。 
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【考察】 
本年（平成 27 年）度は、地域統括相談支援センターおよび地域におけるがんの相談支援

体制をより包括的に検討するために、昨年度以降に確認された地域統括相談支援センター

および類似の活動を行っている施設（6 カ所）について、広く活動や運営の実態を把握し、

地域統括相談支援センターの今後のさらなる充実のあり方や活用策を検討した。 
 
本年度訪問した 6カ所の施設は、地域統括相談支援センターとして運営されている 4カ

所と類似施設 2カ所であった。地域統括相談支援センターの類似施設として訪問した 2施

設は、もともと各県内での必要性から生まれた事業として行われていたこともあり、その

成り立ち、事業に対する考え方や目指す姿は、平成 23 年当初の地域統括相談支援センター

とは多少異なるものの、地域におけるがんの相談支援体制の充実という目標においては、

これまでに訪問してきた地域統括相談支援センターにおける活動と大きな違いはみられな

かった（そもそも活動が多様であるため、それを超える大きな違いはなかった）。 

また訪問した 6カ所は、昨年訪問した施設と同様に、その県や地域での課題、力を入れ

たいところについて、地域に即したさまざまな活動展開がなされていた。いずれの施設も

行政機関からの委託形式で事業が行われており、予算の流れの違いはあるものの、設置の

背景から現在に至るまで、県におけるがん対策施策と関わりの強い活動が行われていた。 

 

人材確保の難しさ 

 県内全体の相談支援活動のコーディネートや支援を主な役割として活動する島根県の例

を除く 5施設では、いずれも個別の相談対応に応じる活動を行っていた。昨年度の訪問調

査であげられた『利用者が安心して利用できる窓口であるためのポイント』にも共通する

課題として、相談対応業務の担い手となる職員やスタッフやそうした人材のいる委託先を

見つけられるか、またいかに後進を育てていくかといった相談員の育成に関することは、

委託された側にとって、事業の継続の面からも大きな課題であり、不安の材料になってい

た。その理由の一つとして、とくに相談内容が治療関連の領域の場合には、医療機関外に

置かれた場で身近なバックアップを得られる医療関係者がいない中で、相談対応すること

の難しさがあると考えられた。もし充実した機能を個人に求める場合には、医療機関内で

働くがん相談支援センターの相談員以上に、がん相談に関する知識やスキル、相談対応今

何時の情報収集する力なども含めた対応能力が必要であり、事業の実施や継続をするため

には、そうした人材を探さなければならない。加えて、財源が限られることや年限つきの

委託事業であることからも、人材確保がより不安定にならざるを得ない状況が生じている

と考えられた。 
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地域の中での患者・家族支援、サバイバー支援 

一方で、医療機関の中では難しく、また地域に置くことでこそ生かされ、充実させやす

い活動例として、石川県の「石川県がん安心生活サポートハウス」があげられる。平成 20

年度から拠点病院の一つに置かれていた石川県在宅緩和ケア支援センターの後継として、

平成 25 年度から県の福祉会館内に置かれた。病院とは異なる価値を置いた活動を重視し、

患者や家族の生活を支えることを主な活動として、様々な企画やコミュニティづくりを主

体とした活動を展開している。地域のサポーター養成やがんの理解者を増やす活動ととも

に、がんになっても地域で安心して生活できる環境づくりの一環として、立ち寄ることの

できる“居心地のいい場”の提供を行い、病院の通院の傍らに寄ったり、病院に行く頻度

が減る患者や家族の不安などへの対応を担う場となっている。 

相談対応を主に受けるという活動よりも、そこで行われる企画や活動の中で集った患者

や家族の語りの中から必要な相談や支援に結びつけていくという形をとる。主な担い手が、

元々医療機関にいた相談員や医師であることもあり、県内の拠点病院等との連携もよく、

医療機関側から患者や家族が紹介されることも多い。病院での滞在期間が短くなる中、ま

た地域でのがん患者や家族、サバイバーが増える中で、地域の中で重要な役割を担ってい

ると考えられる。 

 

行政が介在することで充実させやすい活動 

行政機関との強いつながりがあることで、施策を反映させやすい、医療機関だけでは対

応が難しい活動をより実施しやすくなるのではないかという活動も散見された。都道府県

単位での活動の模索がされている事業の一つに小児がんに関する事業があげられるが、福

井県では、病院に HPS（ホスピタルプレイスペシャリスト）を派遣する事業を行政が委託す

る類似機関（福井県看護協会）で行っていた。医療機関だけでは解決が難しい課題を、行

政の側からその活動拠点となる類似機関に委託する形で、現場のニーズに即した活動に結

びつけた好事例と言える。 

 京都府の「京都府がん総合相談支援センター」は、平成 25 年度当初は異なる予算枠で設

置され、平成 27 年度からは地域統括相談支援センターとして運営されているところである

が、相談対応以外に設置当初から行われていた活動として、医療空白地域への定期的な出

張相談や広報誌を通しての広報活動、行政主導で収集することが効率的と考えられる医療

機関等の情報収集、就労支援（ハローワーク等との協力）が行われていた。これらは、行

政が入ることで橋渡しが容易になりやすい活動である。 

 

地域の相談支援体制の充実という視点での議論 

京都府の例のように、活動の位置づけや意味づけ、そのときの活動の力点によっては、

財源が異なるといった事例は、他の自治体でも散見された。地域住民にとって重要な活動

を継続させるために、さまざまな行政側の知恵と工夫が行われた結果であると考えられる。
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つまり地域統括相談支援センターであるかどうかにかかわらず（財源元にかかわらず）、地

域の相談支援体制の充実という目的が同じであれば、がん診療連携拠点病院内に置かれた

がん相談支援センターであっても、あるいは、その他の民間のサービス機関などであって

も、行政との強力な連携体制がとれれば、施策を反映させやすい同様の活動が展開できる

ことになる。したがって、それらを利用者が安心して使えるかといった視点やその地域で

活用できる資源（拠点病院数やその他の支援施設、サポート源、人的資源など）といった

その地域の対応力に地域の相談支援体制の充実度が委ねられることになる。 
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